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重
化
学
工
業
化
と
二
重
構
造

は
じ
め
に

　
戦
後
日
本
経
済
は
、
昭
和
二
五
年
戦
前
の
鉱
工
業
生
産
水
準
へ

の
回
復
後
も
そ
の
ま
ま
高
い
成
長
を
持
続
し
、
昭
和
一
三
年
以
降

五
一
年
ま
で
平
均
八
・
九
％
の
実
質
G
D
P
（
国
内
総
生
産
）
成

長
を
実
現
し
た
。
こ
れ
は
、
戦
前
の
平
均
成
長
率
を
四
ポ
イ
ン
ト

上
回
る
ぱ
か
り
か
、
欧
米
諸
国
と
比
較
し
て
も
き
わ
め
て
高
い
も

の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
日
本
経
済
が
そ
う
し
た
高
度
成
長
を
遂

げ
た
と
い
っ
て
も
、
国
内
の
す
べ
て
の
産
業
が
一
様
に
高
い
成
長

率
を
達
成
し
た
わ
け
で
は
な
い
。
中
心
は
、
鉱
工
業
で
あ
り
実
質

G
D
P
の
産
業
別
成
長
率
（
昭
和
三
一
年
～
同
五
一
年
平
均
）
に

お
い
て
、
第
一
次
産
業
の
二
・
〇
九
％
、
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
八
・

五
％
、
建
設
業
の
九
・
七
％
、
運
輸
・
通
信
・
公
益
事
業
の
一
〇
・

一
邑
ネ

田
　
　
泰

雄

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＾
1
）

二
五
％
に
対
し
、
鉱
工
業
は
最
高
の
一
二
・
五
三
％
で
あ
っ
た
。

し
か
も
、
第
一
次
産
業
以
外
の
建
設
業
、
第
三
次
産
業
の
高
度
成

長
は
、
鉱
工
業
、
具
体
的
に
は
製
造
業
の
高
い
成
長
を
基
礎
と
し
、

ま
た
そ
れ
を
補
完
す
る
も
の
と
し
て
実
現
し
た
の
で
あ
る
。
し
か

し
、
さ
ら
に
製
造
業
内
部
に
お
い
て
も
成
長
は
一
様
で
は
な
か
っ

た
。
右
同
期
間
に
お
い
て
、
軽
工
業
（
食
料
、
繊
維
）
の
実
質
生

産
成
長
率
は
六
・
二
四
％
で
あ
っ
た
が
、
重
化
学
工
業
（
金
属
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＾
2
〕

機
械
、
化
学
）
の
そ
れ
は
二
二
・
四
六
％
で
あ
っ
た
。

　
要
す
る
に
、
戦
後
日
本
経
済
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
イ
ン
ダ
ス
ト
リ

ィ
は
重
化
学
工
業
で
あ
り
、
重
化
学
工
業
の
高
い
成
長
・
資
本
蓄

稜
が
戦
後
の
高
度
成
長
を
実
現
し
、
か
つ
高
度
成
長
そ
れ
自
体
の

性
格
を
規
定
づ
け
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
二

重
構
造
1
－
格
差
構
造
を
基
本
的
視
点
に
据
え
、
そ
れ
と
の
関
連
で

392



（91）璽化学工業化と二璽構造

重
化
学
工
業
化
の
実
態
、
メ
カ
ニ
ズ
ム
、
帰
結
を
追
究
す
る
。
以

下
、
具
体
的
に
、
第
一
節
で
は
、
産
業
構
造
の
重
化
学
工
業
化
の

実
態
と
そ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
明
ら
か
に
す
る
。
し
か
る
う
え
で
、

分
析
を
一
歩
進
め
第
二
節
で
は
、
重
化
学
部
門
の
内
的
構
造
－
楮

差
構
造
1
の
実
態
と
そ
の
発
生
原
因
を
考
察
す
る
。
そ
し
て
最
後

に
、
第
三
節
に
お
い
て
、
軽
工
業
に
お
け
る
楕
差
構
造
と
重
化
学

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
　
、

工
業
に
お
け
る
格
差
構
造
と
の
対
比
に
よ
り
、
成
長
産
業
と
し
て

の
重
化
挙
工
業
の
発
展
が
自
部
門
の
格
差
構
造
に
及
ぼ
し
た
一
影

響
、
具
体
的
に
は
樒
差
構
造
全
体
の
底
上
げ
と
い
う
事
態
を
明
ら

か
に
す
る
。
つ
ま
り
、
第
二
節
で
は
、
独
占
資
本
主
義
下
で
の
楕

差
構
造
発
生
と
い
う
一
般
法
則
の
重
化
学
工
業
都
面
で
の
貫
徹
形

態
が
、
そ
し
て
第
三
節
で
は
、
そ
の
一
般
法
則
が
、
成
長
産
業
か

非
成
長
産
業
か
と
い
う
条
件
の
相
違
に
よ
り
如
何
な
る
修
正
を
受

け
る
の
か
が
考
察
さ
れ
る
。

戦
後
日
本
経
済
の
重
化
挙
工
業
化

　
戦
後
日
本
経
済
は
、
そ
の
産
業
構
造
を
急
速
に
重
化
学
工
業
化

し
た
。
表
ユ
に
示
し
た
よ
う
に
、
昭
和
三
〇
年
時
の
付
加
価
値
構

成
比
は
、
軽
工
業
（
軽
工
業
、
重
化
学
工
業
の
具
体
的
産
業
区
分

は
表
2
参
照
）
が
、
四
六
・
六
％
で
、
重
化
挙
工
業
が
五
一
・
三
％

で
あ
っ
た
。
そ
の
後
、
軽
工
業
は
、
昭
和
四
〇
年
、
四
一
年
の
両

年
を
除
い
て
同
四
五
年
に
至
る
ま
で
一
貫
し
て
比
重
を
低
下
さ

せ
、
四
五
年
以
降
は
三
五
％
前
後
の
水
準
に
あ
る
。
他
方
、
重
化

学
工
業
は
、
そ
れ
と
逆
対
応
的
に
、
や
は
り
昭
和
四
五
年
ま
で
は
、

傾
向
的
に
そ
の
比
重
を
高
め
、
四
五
年
の
六
三
・
三
％
を
最
高
に

そ
の
後
も
六
〇
％
の
水
準
を
維
持
し
て
い
る
。
こ
う
し
て
、
軽
工

業
と
重
化
学
工
業
と
の
付
加
価
値
構
成
比
率
は
、
昭
和
三
〇
年
以

降
二
〇
年
間
に
、
四
七
対
五
一
か
ら
三
五
対
六
〇
へ
と
重
化
挙
部

門
へ
大
き
く
比
重
を
移
し
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、
付
加
価
値
構
成

比
率
で
み
た
日
本
の
重
化
学
工
業
化
水
準
は
、
昭
和
五
〇
年
に
は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
3
〕

す
で
に
先
進
諸
外
国
と
肩
を
並
べ
る
水
準
に
達
し
た
。
国
連
統
計

に
よ
れ
ば
、
日
本
の
重
化
学
工
業
化
水
準
（
六
三
・
七
％
）
は
、

西
ド
イ
ツ
（
六
八
・
二
％
）
よ
り
は
低
い
が
、
フ
ラ
ン
ス
（
六
一
・

三
％
）
よ
り
は
高
く
、
イ
ギ
リ
ス
（
六
三
・
七
％
）
、
ア
メ
リ
カ
（
六

五
・
四
％
）
と
ほ
ぽ
同
水
準
に
あ
る
。
日
本
と
西
ド
イ
ツ
の
差
は
、

後
者
の
化
挙
都
門
、
電
気
機
械
部
門
の
比
重
の
高
さ
に
よ
る
。
日

本
の
重
化
学
工
業
化
の
一
特
色
は
そ
の
テ
ン
ポ
の
速
さ
に
あ
る
。

昭
和
二
八
年
か
ら
同
五
〇
年
ま
で
の
間
に
、
日
本
は
、
イ
ギ
リ
ス

（
五
・
七
％
）
、
ア
メ
リ
カ
（
八
・
六
％
）
を
尻
目
に
、
西
ド
イ
ツ
（
一

八
・
二
％
）
と
共
に
二
桁
の
一
丁
七
％
、
重
化
学
都
門
の
比
率
上
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一橋論叢 第八十八巻 第三号　（92）

（％〕表1　重化単工業化比率

~~~L: 30 31 36 37 38 39 40 34 33 35 

~;{t~~C~ ~:1~~i~ 
S1.3 S4.2 57.7 55,9 59,1 61.7 62.4 60.9 57.9 59.5 58.4 (38.8) (40.4) (41,3) (41.8) (43.9) (45.6) (47.5) (47.7) (46.7) (47,1) (46.5) 46.6 43.7 40.2 40.6 38.5 35.8 35.1 36.3 39.0 37.1 37,9 (57.2) (55.6) (54.5) (53.8) (51.7) (S0.1) (48.2) (4S.O) (48.7) (4S.1) (4S,6) 

F~i~Q 

~i~~~ 41 42 46 47 48 49 SO Sl 43 44 45 

~;{b~:1~~i~' ~l~ 
58.0 60.5 61.2 62.8 63.3 61.8 60.7 61.1 62.1 59.3 60.1 (46.7) (47.8) (48.8) (50.3) (51.0) (51.0) (51.0) (51.8) (51.S) (50.8) (51.1] 38.1 35.8 35.0 33.3 32.8 34.2 35.0 34.6 33.4 36.1 35.2 (48.3) (47.･~) (46.2) (44,6) (43.9) (43.9) (43.7) (42.9) (42.9) (43.7) (43.4; 

）
　
　
　
　
）

）
　
　
　
　
）

注）上段は付加個値構成比，下段カソコ内1工従棄貝構成上と

資料）通産省「工繋統計表」（各年版）

　
　
　
　
＾
4
〕

昇
を
実
現
し
た
。

　
産
業
構
造
の

重
化
学
工
業
化

は
、
以
上
の
付

加
価
値
構
成
比

率
に
お
い
て
ば

か
り
で
は
な
く
、

従
業
員
構
成
比

率
に
お
い
て
も

妥
当
す
る
。
軽

工
業
都
門
の
従

業
者
比
率
は
、

昭
和
三
〇
年
の

五
七
・
二
％
か

ら
、
四
〇
年
不

況
時
を
除
き
昭

和
四
九
年
の
四

二
・
九
％
ま
で

一
貫
し
て
低
下

し
た
。
他
方
、

重
化
学
工
業
部
門
は
、
逆
に
昭
和
三
〇
年
の
三
八
・
八
％
を
出
発

点
に
、
四
〇
年
不
況
時
の
一
時
的
頓
挫
を
除
き
着
実
に
比
率
を
増

犬
さ
せ
、
昭
和
四
九
年
に
は
五
一
・
八
％
に
至
っ
た
。
す
な
わ
ち
、

当
初
、
五
七
対
三
九
で
あ
っ
た
軽
工
業
と
重
化
学
工
業
と
の
従
業

員
構
成
比
率
は
、
そ
の
後
比
重
を
逆
転
さ
せ
て
昭
和
四
〇
年
代
後

半
に
は
四
三
対
五
一
と
な
り
、
こ
う
し
て
従
業
員
構
成
比
率
に
お

い
て
も
重
化
学
工
業
化
が
高
度
成
長
と
並
行
し
て
急
速
に
押
し
進

め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
な
お
、
従
業
員
構
成
比
率
と
付
加
価
値
構

成
比
率
と
を
比
べ
た
場
合
、
変
化
の
割
合
で
は
前
者
の
方
が
ヨ
リ

大
き
い
が
、
個
々
の
時
点
を
と
れ
ぱ
、
後
者
の
重
化
学
工
業
化
率

の
方
が
常
に
ヨ
リ
高
く
で
る
。
そ
れ
は
、
重
化
学
工
業
部
門
が
総

じ
て
軽
工
業
部
門
以
上
に
資
本
集
約
的
で
ヨ
リ
高
い
有
機
的
構
成

を
持
つ
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
重
化
学
工
業
化
は
、
付
加
価

値
構
成
比
率
に
お
い
て
ヨ
リ
顕
著
に
現
れ
る
の
で
あ
る
。

　
し
か
し
、
付
加
価
値
額
、
従
業
者
数
の
構
成
比
率
変
化
は
、
結

局
、
そ
れ
ら
増
加
部
分
に
お
け
る
比
率
の
変
化
に
よ
っ
て
引
き
起

こ
さ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
産
業
構
造
の
動
向
は
、
付
加
価
値
あ
る

い
は
生
産
額
、
従
業
員
数
の
増
加
部
分
の
構
成
比
動
向
に
よ
っ
て

一
層
正
確
に
判
断
さ
れ
る
。
表
2
は
、
そ
う
し
た
観
点
か
ら
昭
和

三
〇
年
～
同
五
〇
年
の
二
〇
年
間
の
製
品
出
荷
額
（
名
目
）
、
お
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（93）　重化学工業化と二重構造

　
よ
ぴ
従
業
員
数
の
産
業
別
増
加
構
成
比
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
そ
れ
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
製
品
増
加
額
の
う
ち
軽
工
業
は
二

　
五
．
七
％
を
占
め
る
の
み
で
、
残
り
の
六
八
・
三
％
は
重
化
学
工
業

　
が
占
め
る
。
こ
の
よ
う
な
新
た
な
増
加
部
分
に
占
め
る
重
化
学
工

　
業
製
品
の
圧
倒
的
な
比
重
が
、
製
品
構
造
さ
ら
に
は
付
加
価
値
構

．
成
に
お
け
る
重
化
学
工
業
化
を
実
現
し
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
重

　
化
学
工
業
内
部
に
お
い
て
は
、
各
種
機
械
、
金
属
製
品
、
鉄
鋼
の

　
構
成
比
が
大
き
く
、
化
学
製
品
、
石
油
・
石
炭
製
品
の
比
率
が
低

　
い
。
他
方
の
従
業
員
数
の
増
加
構
成
比
に
お
い
て
も
重
化
挙
部
門

　
の
比
重
の
大
き
さ
が
目
立
つ
。
具
体
的
に
、
軽
工
業
の
三
〇
・
八

　
％
に
対
し
、
重
化
学
工
業
は
六
二
・
四
％
を
占
め
る
。
こ
の
よ
う

な
新
規
の
労
働
カ
増
加
部
分
の
重
化
学
部
門
へ
の
圧
倒
的
配
分
傾

斜
に
よ
り
、
全
体
と
し
て
の
従
業
員
構
成
の
重
化
挙
工
業
化
が
実

現
し
た
の
で
あ
る
。

　
し
か
し
、
さ
ら
に
、
生
産
拡
大
、
雇
用
労
働
力
の
増
加
は
、
資

本
蓄
稜
、
特
に
固
定
資
本
蓄
積
を
前
提
条
件
と
す
る
。
つ
ま
り
、
。

生
産
物
、
労
働
カ
の
新
規
増
加
部
分
の
重
化
学
部
門
へ
の
傾
斜
配

分
は
、
固
定
資
本
蓄
積
の
重
化
学
部
門
へ
の
傾
斜
に
よ
っ
て
可
能

と
な
る
。
表
3
は
、
昭
和
三
二
年
度
末
と
同
四
四
年
度
末
に
お
け

る
固
定
資
産
評
価
額
（
除
棚
卸
資
産
）
か
ら
、
そ
の
差
額
u
増
加

額
を
求
め
、
さ
ら
に
そ
れ
を
各
産
業
別
の
増
加
構
成
比
で
示
し
た

も
の
で
あ
る
が
、
そ
こ
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
軽
工
業
は
二
三
・

表2従業員・製品出荷額増カロ

　構成比（昭和50■30年）

　　　　　　　　　　（単位％〕

業 種 1・ 一
食料品 8．3 2．1

繊縫 一1．1 O．03

衣服 6．7一 3．3

木材 1，4 2．5

家具類 3．1 2．7

パルプ・紙 2．4 2．3

出版・印刷 4．5 6，5

皮革 O．9 O．6

窯業・土石 4．6 5．7

（軽）全体 30．8 25．7

化学 1．7 3．0

石油・石炭製品 O．3 一〇．1

ゴ　　ム ユ．5 1．6

鉄 4．0 5．5

非鉄 1．9 ユ．4

金属製晶 ユ0．1 9，5

一般機械 12．3 15．8

電気機械 ユ7．O 15，0

輸送機械 10．8 13．0

糟密機械 2．8 2．9

（重化掌）全体1
62．4 68．3

その他 I6．8 6．0

（注）A：従葉負増カ呵構成比

　　　B1製品増加構成比

（資料）　「工棄続計表」（昭和30年、同50年版〕

八
％
を
占
め
る
の
み
で
、

重
化
学
工
業
は
七
二
・

七
％
を
占
め
る
。
生
産

拡
大
、
生
産
性
上
昇
を

実
現
す
る
固
定
資
本
蓄

積
に
お
い
て
、
重
化
学

工
業
部
門
は
、
製
品
や

従
業
員
の
増
加
構
成
比

の
場
合
以
上
に
大
き
な
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一橘論叢 第八十八巻 第三号　（94）

表3産業別固定資産増

　加構成比
（昭和44年度末／32年

　度末）　　　　　（％〕

食
料
品
繊
維
木
材
製
品
バ
ル
プ
・
紙
ゴ
ム
・
皮
革
窯
業
・
土
石

6
．
1
6
．
3
1
．
1
3
．
9
1
．
5
4
．
9

小 計 23．8

化
学
石
油
・
石
炭
製
品
鉄
非
鉄
金
属
一
般
機
械
電
気
機
械
輸
送
機
械
精
密
機
械

1
5
．
5
5
，
9
2
0
．
5
2
．
7
2
．
4
5
．
3
7
，
5
1
2
．
2
0
．
7

小 計 72．7

そ　の　他 3．4

（資料） 企画庁「法人企棄投資

笑綾統計調壷報告」

（昭和33年度版、同仙

年度版）

比
率
を
占
め
た
の
で
あ
る
。
重
化
学
工
業
内
都
に
お
い
て
は
、
鉄

鋼
、
化
挙
、
輸
送
機
械
、
電
気
機
械
が
際
立
っ
た
比
率
を
見
せ
、

特
に
鉄
鋼
・
化
学
は
、
そ
れ
ぞ
パ
ニ
O
・
五
％
、
一
五
・
五
％
と
い

う
比
率
を
示
す
。
固
定
資
本
投
費
に
占
め
る
鉄
鋼
、
化
学
の
こ
う

し
た
位
置
は
、
表
2
の
理
解
に
新
た
な
視
点
を
提
供
す
る
。
つ
ま

り
、
表
2
で
は
、
鉄
鋼
、
化
学
の
製
品
出
荷
額
、
従
業
員
の
増
加

構
成
比
率
は
機
械
類
に
比
べ
て
相
対
的
に
低
く
現
れ
て
い
る
が
、

そ
れ
は
、
両
部
門
の
成
長
が
機
械
部
門
に
比
べ
て
小
さ
か
っ
た
た

め
で
は
な
く
、
反
対
に
加
速
度
的
蓄
穣
に
よ
っ
て
資
本
の
有
機
的

構
成
、
お
よ
び
生
産
性
が
著
し
く
上
昇
し
、
そ
の
結
果
、
生
産
拡

大
に
比
べ
て
雇
用
増
加
が
低
く
押
さ
え
ら
れ
、
か
つ
、
製
品
単
価

が
相
対
的
に
下
落
し
た
か
ら
な
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
軽
工

業
と
重
化
学
工
業
の
関
係
で
査
言
え
、
産
業
構
造
の
重
化
学
工
業

積
に
つ
ぐ
蓄
穣
を
押
し
進
め
て
き
た
の
で
あ
る
カ

七
割
を
越
え
る
圧
倒
的
部
分
が
、
鉄
鋼
、
石
油
化
学
、
自
動
車
等

の
重
化
学
工
業
部
門
へ
振
り
向
け
ら
れ
て
き
た
の
で
あ
り
一
こ
う

し
た
蓄
積
に
お
け
る
重
化
学
工
業
化
が
、
付
加
価
値
、
製
品
出
荷

額
、
従
業
員
の
増
加
構
成
比
に
お
け
る
童
化
学
工
業
化
を
も
た
ら

し
、
最
終
的
に
は
、
そ
れ
ら
三
者
の
全
体
的
構
成
上
の
重
化
学
工

業
化
を
成
し
遂
げ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

　
最
後
に
、
重
化
学
工
業
化
の
金
融
的
側
面
を
見
て
お
こ
う
。
現

実
資
本
の
蓄
積
は
、
貨
幣
資
本
の
蓄
積
を
前
提
条
件
と
し
、
そ
の

貨
幣
資
本
蓄
積
は
金
融
に
よ
る
補
完
を
常
と
す
る
。
日
本
の
場
合
、

投
資
需
要
が
企
業
の
自
己
資
金
を
大
風
に
上
回
る
こ
と
か
ら
金
融

機
関
に
よ
る
産
業
へ
の
設
備
資
金
供
給
は
き
わ
め
て
重
要
な
位
置

を
占
め
、
従
っ
て
金
融
の
産
業
構
造
へ
の
影
響
は
無
視
し
え
な
い

化
は
、
生
産
額
や
従
業
員
数
の
割
合

に
示
さ
れ
る
以
上
に
資
本
蓄
積
の
面

で
急
遠
に
進
む
の
で
あ
る
。
戦
後
、

日
本
経
済
は
、
G
N
E
に
古
め
る
粗

国
内
固
定
資
本
形
成
比
率
を
平
均
で

三
五
・
四
％
（
昭
和
三
〇
年
～
同
五

一
年
）
の
水
準
に
維
持
し
な
が
ら
蓄

　
　
　
　
　
　
　
中
、
、
そ
の
う
ち
の

693
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も
の
で
あ
っ
た
。
事
実
、
固
定
資
本
投
資
額
（
「
工
業
統
計
表
」
）

に
対
す
る
全
国
銀
行
設
備
資
金
新
規
貸
付
額
（
日
銀
「
経
済
統
計

年
報
」
）
の
比
率
を
見
れ
ぱ
、
高
度
成
長
期
の
昭
和
三
四
年
二
八

％
、
同
三
八
年
三
〇
％
、
同
四
二
年
二
九
％
で
あ
る
。
以
上
の
比

率
は
、
信
託
勘
定
む
除
い
た
銀
行
勘
定
の
み
の
数
値
で
あ
る
が
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
そ
れ
で
も
金
融
が

昭和
34

36

38

40

42

44

46

図1全国銀行設傭資金業種別新規貸付額構成上ヒ

　　軽工業　　化学製品　金属製品　機械
　　　　31％　　24・6％貰鋤身、8燃　2

30，8

32，0

29．6

24．8畿二19．蹴

24．O　筍二2f．δ溝1

27．2　鎌1す．至姶

28．O 25．9寓1誠工映

　　28・3　　24．1燐硲，凱8；・

　　25・9　　27．O1磯独．蝸王
峻料）　日銀「経済統計年報」

軽工業 化学製品 金属製品 機械製品
31％ 　　　　．　’　　　　一24・6％貰顯2，8燃

20．5％

30．8 24．8
’．’’　　　　一・宕靱9．5桜

23．5

32．O 24．O 筍二2f．δ溝1 21．5

29．6 27．2 鎌1す．至姶 22．0

28．O 25．9
一’1、一、　一　　　一倶・1永・：2⑪．瞭

22．8

28．3 　　’　　　一24．1’鎌蛤娑L瞭
2．8

25．9 27．O1磯独．一電 19，8

設
備
資
金
供
給
上

い
か
に
重
要
な
位

置
を
占
め
て
い
る

か
が
わ
か
る
。
そ

れ
ゆ
え
、
・
金
融
を

媒
介
と
し
た
社
会

的
資
金
の
産
業
別

配
分
は
、
資
本
蓄

積
の
産
業
別
配
分

に
重
要
な
影
響
を

及
ぼ
し
、
よ
っ
て

産
業
構
造
の
動
向

に
大
き
く
作
用
す

る
。
図
1
に
よ
り

そ
の
具
体
的
姿
を
考
察
す
れ
ぱ
、
全
国
銀
行
の
設
備
資
金
新
規
貸

付
額
の
う
ち
七
割
近
く
が
重
化
学
工
業
部
門
に
振
り
向
け
ら
れ
て

い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
重
化
学
工
業
部
門
の
比
率
は
、
昭
和
三
四

年
の
六
七
．
九
％
か
ら
同
三
八
年
の
六
六
・
五
％
へ
若
干
の
低
下
を

み
せ
る
が
、
そ
の
後
ま
た
比
率
を
上
げ
、
昭
和
四
六
年
に
は
七

9
九
％
ま
で
上
昇
す
る
。
他
方
、
軽
工
業
部
門
は
、
昭
和
三
八

年
の
三
二
％
を
ピ
ー
ク
に
昭
和
四
六
年
に
は
二
五
・
九
％
と
そ
の

比
率
を
低
下
さ
せ
た
。
先
に
、
わ
れ
わ
れ
は
、
製
造
業
全
体
の
固

定
資
本
投
下
の
う
ち
七
割
が
重
化
学
工
業
部
門
へ
振
り
向
け
ら
れ

た
こ
と
を
見
た
が
、
そ
の
背
景
に
は
、
金
融
機
関
に
よ
る
設
備
資

金
供
給
の
同
様
の
重
化
学
工
業
部
門
へ
の
配
分
傾
斜
と
い
う
事
実

が
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

　
以
上
、
わ
れ
わ
れ
は
、
金
融
↓
設
傭
投
資
↓
生
産
、
雇
用
拡
大

と
い
う
線
に
そ
っ
て
重
化
学
工
業
化
の
実
態
と
そ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム

を
追
跡
し
た
。

二
　
重
化
学
工
業
化
と
楮
差
構
造

　
す
で
に
見
た
よ
う
に
、
戦
後
日
本
の
高
度
成
長
の
牽
引
車
は
重

化
学
産
業
で
あ
っ
た
。
重
化
学
工
業
都
門
の
突
出
的
と
も
い
え
る

成
長
は
、
一
面
で
は
、
大
企
業
、
中
小
企
業
を
問
わ
ず
重
化
学
産
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表4300人以下規模企業の出荷額シェア　（％〕

業種年（昭和）1 38年 142年 47年

食料品 71．8 73．2 72．6

繊維 65．2 68，3 74．3

、紙・パルプ 58．4 5S，6 62．O

化　挙 31．O 33－0 39．4

石油・石炭製品 21．4 23．5 16．3

窯業・土石 58．2 67．O 72．0

鉄　鋼 29．2 26．2 29．4

非　鉄 31．3 31．4 35．6

金属製晶 78．0 81，2 80．6

一般機械 51、ア 52．7 51．1

電気機械 27，9 30．O 30．6

輸送機械 19．6 ユ8．0 18．0

精密機械 52．4 51．5 49．5

そ　の　他 74．4 ア3．8 ア8．0

23．780 41．188 80．1OO

計 （10億） （10億） （10億）

50．3 50．1 51－2

業
を
担
う
す
べ
て
の
企
業
に
成
長
の
機
会
を
提
供
し
た
。
こ
の
こ

と
は
、
各
産
業
に
お
け
る
中
小
企
業
の
製
品
シ
ェ
ア
の
推
移
に
よ

っ
て
裏
付
け
さ
れ
る
。
表
4
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
昭
和
三
八
年

か
ら
同
四
七
年
に
か
け
て
、
三
〇
〇
人
以
下
の
規
模
企
業
は
、
石

油
・
石
炭
製
品
、
輸
送
機
械
、
精
密
機
械
部
門
で
は
シ
ェ
ア
を
二

～
五
ポ
イ
ン
ト
下
げ
て
い
る
も
の
の
、
一
般
機
械
、
鉄
鋼
で
は
ほ

ぼ
シ
ェ
ア
を
維
持
し
、
化
学
、
非
鉄
、
金
属
製
品
、
電
気
機
械
部

　
　
門
で
は
、
む
し
ろ
シ
ェ
ア
を
伸
ぱ
し
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
、

　
　
こ
う
し
た
シ
ェ
ア
の
動
き
か
ら
す
れ
ば
、
重
化
学
工
業
部
門

脚
　
　
内
部
に
お
い
て
は
、
中
小
企
業
と
大
企
業
と
の
間
の
格
差
、

年
仰
　
　
対
立
関
係
は
存
在
し
な
い
か
の
よ
う
に
恩
わ
れ
る
。
し
か
し
、

同
年
　
　
事
実
は
そ
う
で
は
な
く
、
重
化
学
工
業
内
部
に
お
い
て
も
い

榊
　
　
わ
ゆ
る
二
重
構
造
u
格
差
構
造
は
存
在
し
た
の
で
あ
り
、
重

畔
　
　
化
学
工
業
化
は
、
そ
う
し
た
格
差
構
造
を
内
に
含
み
つ
つ
、

榊
　
　
そ
し
て
格
差
構
造
を
テ
コ
と
し
て
急
ピ
ヅ
チ
で
押
し
進
め
ら

（
刻
　
　
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
以
下
本
節
で
は
、
鉄
鋼
業
を

計
鮒
　
中
心
に
し
て
、
製
造
業
全
体
の
場
合
と
比
較
し
な
が
ら
重
化

工
、
　
学
部
門
に
お
け
る
楕
差
構
造
の
基
本
的
内
容
と
そ
の
発
生
原

）料資
　
　
因
を
追
究
す
る
。

（　
　
　
本
来
的
に
は
、
中
小
企
業
と
大
企
業
と
の
格
差
構
造
は
、

利
潤
率
格
差
に
よ
っ
て
最
も
よ
く
表
さ
れ
る
の
で
あ
る
が
、
現
在

　
の
と
こ
ろ
規
模
別
利
潤
率
比
較
は
資
料
上
の
制
約
に
よ
っ
て
困
難

　
な
状
態
に
あ
る
。
「
法
人
企
業
統
計
」
（
大
蔵
省
）
で
見
る
隈
り
、

　
予
想
に
反
し
て
中
小
企
業
の
利
潤
率
は
必
ず
し
も
大
企
業
よ
り
低

　
い
と
は
い
え
な
い
。
し
か
し
、
「
法
人
企
業
統
計
」
に
限
ら
ず
一

　
般
に
企
業
利
潤
率
調
査
に
は
、
小
規
模
企
業
に
な
れ
ば
な
る
ほ
ど

　
欠
損
企
業
の
標
本
回
収
率
が
低
い
と
い
う
問
題
点
や
、
税
制
上
の
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大
企
業
優
遇
措
置
に
基
づ
く
大
企
業
の
利
潤
経
費
化
を
そ
の
ま
ま

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＾
5
）
＾
6
）

容
認
し
て
い
る
と
い
う
問
題
点
が
存
在
し
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
利

潤
率
に
関
す
る
限
り
既
存
の
資
料
か
ら
確
定
的
な
判
断
を
得
る
こ

と
は
き
わ
め
て
困
難
な
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
他
の
指
標
に
よ
っ

て
間
接
的
で
は
あ
る
が
実
質
的
に
規
模
別
利
潤
率
格
差
を
表
示
し

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
う
る
。
具
体

図2製造業における規模別賃金格差

　　（500人以上を100とする）

1OO山499人

30－99人

5－29人

100％

90

80

70

60

50

40

（日召手日〕32　　34　　36

　　　　　　　（資料）

38　　40　　42　　44　　46　　48　　50

労働省「労働統計年報」（各年版〕

52　54

的
に
は
、
以

下
順
次
取
り

上
げ
る
規
模

別
賃
金
格
差
、

蓄
積
樒
差
、

金
融
楕
差
、

価
樒
支
配
力

椿
差
（
下
請

取
引
、
独
占

価
椿
）
で
あ

る
。
こ
れ
ら

の
格
差
は
、

そ
れ
自
身
が

規
模
別
企
業

間
の
格
差
内
容
を
な
す
と
同
時
に
、
利
潤
率
格
差
の
原
因
な
い
し

は
結
果
と
し
て
利
潤
率
格
差
を
実
質
的
に
表
現
す
る
。

　
第
一
の
格
差
は
、
賃
金
格
差
で
あ
る
。
当
格
差
は
、
労
働
者
間

の
経
済
的
不
平
等
を
な
す
も
の
と
し
て
、
ま
た
労
賃
の
一
般
的
切

り
下
げ
圧
カ
に
利
用
さ
れ
る
が
故
に
、
格
差
間
題
の
枢
要
を
な
す
。

ま
た
、
労
働
市
場
の
問
題
を
別
と
す
れ
ぱ
、
規
模
別
賃
金
格
差
は

後
述
す
る
よ
う
に
、
支
払
能
カ
格
差
と
し
て
の
利
潤
率
格
差
に
よ

っ
て
規
定
さ
れ
る
。
つ
ま
り
、
ヨ
リ
高
い
利
潤
率
は
、
賃
金
交
渉

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
　
、
　
　
、

に
お
い
て
資
本
側
の
譲
歩
を
条
件
的
に
可
能
と
す
る
が
、
目
リ
低

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
　
、
　
　
　
、

い
利
潤
率
は
、
そ
う
し
た
譲
歩
を
そ
も
そ
も
条
件
的
に
不
可
能
に

す
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
賃
金
楕
差
は
、
規
模
別
利
潤
率
格
差
を
端
的

に
示
す
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．

　
図
2
は
、
製
造
業
に
お
け
る
賃
金
椿
差
の
動
向
を
示
し
た
も
の

で
あ
る
が
、
そ
れ
に
よ
る
と
、
昭
和
三
三
年
当
時
、
五
〇
〇
人
以

上
規
模
企
業
の
賃
金
を
一
〇
〇
と
し
て
、
一
〇
〇
～
四
九
九
人
、

三
〇
～
九
九
人
、
五
～
二
九
人
規
模
企
業
の
賃
金
は
、
各
々
七

〇
、
五
五
、
四
四
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
、
そ
れ
ら
規
模
別
賃
金
格

差
は
、
高
度
成
長
の
波
に
乗
り
急
速
に
縮
小
し
て
い
く
の
で
あ
る

が
、
し
か
し
昭
和
四
〇
年
頃
に
は
椿
差
縮
小
は
ほ
ぼ
頭
打
ち
と
な

る
。
そ
れ
以
降
、
一
〇
〇
～
四
九
九
人
規
模
は
、
八
O
の
水
準
で
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図3　鉄鋼における規模別男子賃金楯差

　　（500人以上をユCOとする）

lOO－499人

30－99人

5729人

100％

80

70

（日召弄日）34 36　　38　　40　　42　　44　　46　　48　　50　　52　　54

（賢料）労働省「労働続計年報」（各年版）

90

60

50

側

上
下
す
る
に

至
る
が
、
そ

れ
以
下
の
規

模
は
昭
和
五

〇
年
以
降
再

び
大
企
業
と

の
格
差
を
広

げ
て
い
る
。

他
方
、
重
化

学
部
門
の
代

表
と
し
て
の

鉄
鍋
業
を
見

る
と
（
図
3
）
、

一
〇
〇
～
四

九
九
人
規
模

が
昭
和
四
〇
年
以
降
四
八
年
ま
で
五
〇
〇
人
以
上
規
模
と
の
格
差

を
縮
小
さ
せ
た
と
い
う
点
を
除
け
ば
、
賃
金
格
差
は
製
造
業
全
体

の
場
合
と
同
様
の
動
き
を
示
す
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
三
八
、
九
年
ま

で
の
急
速
な
楕
差
縮
小
、
四
〇
年
以
降
の
格
差
構
造
の
固
定
化
・

存
続
で
あ
る
。
製
造
業
全
体
の
場
合
と
の
決
定
的
な
差
は
、
鉄
鋼

業
の
方
が
五
〇
〇
人
以
上
規
模
と
の
各
賃
金
格
差
が
そ
れ
ぞ
れ
一

〇
ポ
イ
ン
ト
ば
か
り
小
さ
い
こ
と
で
あ
る
。
し
か
し
、
賃
金
格
差

が
最
も
縮
小
し
た
昭
和
四
八
年
以
降
に
お
い
て
も
鉄
鋼
産
業
で
な

お
九
〇
（
一
〇
〇
～
四
九
九
人
）
、
八
○
（
三
〇
～
九
九
人
）
、
七

〇
（
五
～
二
九
人
）
と
い
う
格
差
が
存
在
す
る
。
以
上
の
賃
金
椿

差
構
造
を
ア
メ
リ
カ
の
そ
れ
と
比
較
す
れ
ば
（
表
5
）
、
総
じ
て

日
本
の
椿
差
が
ヨ
リ
大
で
あ
る
こ
と
、
特
に
一
〇
〇
人
規
模
以
下

に
お
け
る
日
本
の
相
対
賃
金
の
低
さ
が
目
立
つ
。
さ
ら
に
、
以
上

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
∫

表5　日米間の規模別賃金格差構造比較

　（1963年）　　　　　　（1OOO人以上ユOO〕

日 本 ア メ リ 力

規 模
（人） 製造業 鉄　鋼 製造業一次金属

1〕 毎

｝ ｝
62 8ア

55 63
5一 9 65 70

10… 19 60 64 69 71

20一 29 61 66

｝7030～ ｝7549 63 69

50一 99 65 70 70 78

ユ00川 199 68 71
｝72 ｝82

200～ 299 72 71

300川499 79 76 ｝75 ｝88
500山1000 83 87 81 91

ユOOO以上 工OO ユOO 100 100

（資料〕「工繋統計表」（昭和珊年版）

U・S・D巴p肛tm1皿t，ofCo㎜lr㏄C舳〃ω1桝仙〃
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（99）　重化単工業化と二璽構造

の
現
金
支
給
部
分
に
関
す
る
賃
金
椿
差
に
加
え
て
、
社
宅
制
度
な

ど
福
利
厚
生
面
の
規
模
別
精
差
（
表
6
）
を
考
慮
に
入
れ
れ
ば
、

日
本
の
規
模
別
賃
金
格
差
は
一
層
大
き
な
も
の
と
な
る
。

　
こ
う
し
た
規
模
別
賃
金
楕
差
は
、
第
一
義
的
に
は
労
働
者
間
の

格
差
・
不
平
等
を
意
味
す
る
が
、
同
時
に
他
面
、
規
模
別
利
潤
率

椿
差
の
指
標
と
な
る
。
表
7
は
、
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
に
お
い
て
、

一
〇
〇
〇
人
以
下
規
模
の
企
業
が
一
〇
〇
〇
人
以
上
規
模
の
企
業

と
同
じ
水
準
の
労
賃
を
支
払
っ
た
と
し
た
場
合
、
当
期
純
利
益
率

）％（表6福利厚生格差

福利厚生項目 中小企業 大企葉
社
宅
の
設
置
持
家
制
度
勤
労
者
財
形
貯
蓄
へ
の
カ
ロ
入
住
宅
手
当
の
支
給
食
蛙
施
設
の
設
置

3
2
，
6
1
8
，
2
3
1
，
0
3
1
，
7
2
5
．
5

6
0
．
ユ
4
0
，
8
4
7
，
3
4
6
，
4
4
2
．
9

（資料） 中小企葉庁「労働問魑実態調査」〔昭和49年12月〕

（
昭
和
三
八
年
度
～
同
四
八

年
度
平
均
）
が
ど
う
変
化
す

る
の
か
を
調
べ
た
も
の
で
あ
・

る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
規
模

が
下
が
る
に
つ
れ
て
修
正
利

潤
率
（
同
期
間
平
均
値
）
の

下
落
幅
は
大
き
く
な
り
、
三

〇
〇
人
以
下
の
企
業
は
値
が

マ
イ
ナ
ス
に
な
る
。
つ
ま
り
、

三
〇
〇
人
以
下
規
模
の
企
業

は
、
一
〇
〇
〇
人
以
上
の
規

模
階
層
と
同
一
水
準
の
賃
金

表7鉄鋼・非鉄金属修正利益率（昭和38年度～昭祁48年度平均） （％）

50－99
…一…1 …一…1 300～499 500川g99 1000以上

当期純利益率平
均

4．4 5．0 5．0 4．0 2．9 3．2

修正当期純利益
率平均

一2．4 一0．6 一〇．08 0，5 0．95 3．2

〔注〕修正当期純利益率＝（当期純利益一1000人以上規模企棄と同じ賃金を支払うとLた場合の人件費増加

　　　分）■資産計

　　　但し，人件費は年度であるがI賃金椿差指標は，歴年のものを代替的に使用Lた。

（資料）　日銀「企葉規襖別経営分析」（各年版），通産省「工棄統計表」（各年版）

修
分
但

注

を
支
払
う
と
す
れ
ば
、
縮
小

再
生
産
と
な
ら
ざ
る
を
え
な

い
。
ま
さ
に
こ
う
し
た
事
情

が
、
労
働
市
場
条
件
の
問
題

以
前
の
、
賃
金
格
差
発
生
の

ヨ
リ
根
本
的
な
原
因
を
な
す
。

す
な
わ
ち
、
格
差
発
生
の
基

本
的
過
程
は
次
の
よ
う
に
考

え
ら
れ
る
。
第
一
は
、
規
模

別
利
潤
率
格
差
の
発
生
で
あ

る
。
こ
れ
が
問
題
の
出
発
点

と
な
る
。
第
二
に
、
そ
の
利

潤
率
格
差
は
、
ヨ
リ
小
規
模

な
資
本
が
、
収
益
確
保
の
た

め
自
己
の
労
働
者
の
賃
金
を

大
企
業
労
働
者
の
賃
金
以
下

に
切
り
下
げ
る
こ
と
を
不
可

避
と
す
る
。
さ
も
な
け
れ
ば
、

再
生
産
が
困
難
と
な
る
か
ら

で
あ
る
。
第
三
は
、
そ
の
緒

伽
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表8　付カロ価値生産性格差

　　　　　　　　　（ユ000人以上の規模100）

H~ (1965) 71 ') ;!1 (1963) 
4
 

d
~
 

I
)
 
;~ 

~~ ~~ 
(A) 

(1968) 

~!;~=~ ~~~1~i~ ~j;~~= -~~~~~~ ~~;~~~:~ 

9 A･~1:T 30 51 68 86 

10- 19 44 55 66 66 }
 
82.9 

20- 29 47 54 

30 - 49 50 
}
 
67 

60 
}
 
75 }
 
77.1 

50- 99 54 67 69 71 

100- 199 61 71 }
 
}
 

}
 
78.2 

74 77 
200-299 67 73 }

 
78 }
 

}
 
82~.3 

300-499 73 77 79 

500-999 84 83 88 91 88.5 

1000 A~~ J: 100 l OO lOO 100 lOO 

（資料） 「工葉統計表」（昭和40年版）

（アメリカ）　C伽5伽；ψ閉眈川ψ〃〃畑∫　（彗i■e　of

　　　　　　　m帥t昌〕

（イギリス）　C畠蜆∫把呈qf－P’o4“‘’ω祀

E昌tabl1昌h一

果
と
し
て
の
賃
金
格
差
の
発
生
で
あ
る
。
賃
金
の
一
都
分
は
中
小

企
業
資
本
の
利
潤
に
転
化
さ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
ま
た
規
模
別
利

潤
率
格
差
は
、
H
労
賃
椿
差
が
な
い
と
し
た
場
合
の
、
つ
ま
り
格

差
発
生
前
の
抽
象
的
論
理
次
元
に
お
け
る
利
潤
率
格
差
（
本
質
）
、

と
⇔
中
小
企
業
資
本
が
労
賃
の
一
部
の
利
潤
化
を
は
か
っ
た
上
で

の
利
潤
率
楯
差
（
現
実
）
と
で
重
層
酌
に
二
段
で
把
握
し
な
け
れ

ぱ
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
に
、
賃
金
祷
差
が
右
の
本
質
と
し
て
の
利
潤
率
格
差

の
一
結
果
だ
と
す
れ
ぱ
、
賃
金
十
利
潤
u
付
加
価
値
で
あ
る
か
ら
、

　
　
　
＾
1
）

賃
金
格
差
は
必
ず
や
規
模
別
付
加
個
値
生
産
性
樒
差
を
伴
う
は
ず

で
あ
る
。
こ
の
両
格
差
の
対
応
関
係
は
、
国
際
比
較
に
よ
っ
て
ヨ

リ
正
確
に
示
さ
れ
る
。
賃
金
格
差
の
国
際
比
較
を
示
し
た
前
掲
表

5
と
付
加
価
値
生
産
性
の
国
際
比
較
を
示
し
た
表
8
と
を
比
べ
れ

ぱ
明
ら
か
な
よ
う
に
、
日
本
の
国
際
的
に
見
て
ヨ
リ
大
な
る
規
模

別
賃
金
格
差
は
同
様
に
国
際
的
に
見
て
ヨ
リ
大
な
る
規
模
別
付
加

価
値
生
産
性
格
差
に
対
応
す
る
。
賃
金
格
差
が
本
質
と
し
て
の
利

潤
率
格
差
を
前
提
と
す
れ
ぱ
、
賃
金
格
差
は
畢
寛
付
加
価
値
生
産

性
椿
差
を
前
提
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
う
で
あ
る
が
故
に
、
目

本
の
ヨ
リ
大
な
る
賃
金
格
差
は
、
ヨ
リ
大
な
る
本
質
的
利
潤
率
格

差
、
従
っ
て
ヨ
リ
大
な
る
付
加
価
値
生
産
性
格
差
を
伴
う
の
で
あ

る
。
し
か
し
、
付
加
価
値
生
産
性
稚
差
が
即
賃
金
格
差
に
繋
が
る

の
で
は
な
い
。
付
加
価
値
生
産
性
楮
差
は
、
利
潤
率
格
差
を
媒
介

と
し
て
の
み
、
つ
ま
り
前
者
は
後
者
を
内
包
す
る
場
合
に
限
り
賃

金
椅
差
に
結
ぴ
つ
く
の
で
あ
る
。

　
第
二
の
楮
差
は
、
蓄
積
格
差
で
あ
る
。
利
潤
率
格
差
と
の
関
係

で
い
え
ぱ
、
塞
本
的
に
は
利
潤
率
格
差
が
ま
ず
あ
っ
て
そ
の
結
果
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と
し
て
蓄
積
格
差
が
生
ず
る
。
金
融
の
発
達
し
た
今
日
で
も
異
穣

さ
れ
た
利
潤
が
設
備
資
金
の
核
を
な
し
、
金
融
は
あ
く
ま
で
補
助

表9 製造業・鉄鋼業規模別設備投資構成比 （％）

計

lOOO- 4.6 2.3 3.5 8.2 5.8 4.3 7.6 
300071 ~j~i~i (4.3) (0,7) (0.5) (0.1) (-0.4) (1.9) (2.1) 

3000- 4.9 1.5 0.9 0.9 3.7 2.3 3,7 
5000~~~~~~ (-0.1) (0.6) (1.5) (-3.5) (0.6) (0.8) (0.6) 

5000- 5.1 3.1 3.1 7.2 4.3 4.0 5.9 
1 {~;i~i~i (1.2) (2.3) (1.7) (5.6) (1.0) (0.6) (1.5) 

l- 25.6 16.3 22.3 ll.O 15.1 12.9 13.2 
10T~~f~~~i (10.1) (6.5) (6,0) (0.2) (4.7) (1.5) (2.7) 

lO- 28.4 26.6 19.0 21.5 20.7 19.7 

35 (9.8) (12.8) (5,6) (4.3) (9.0) (8.8) 

50- (17.2) 
12.4 14.8 7.4 8.6 10.6 10.9 

lOOfi~~~~i (12.4) (12.2) (2.0) (~~.6) (1.8) (3.0) 

100f.~ J~~~ J~ 25 36 28.8 46.2 41 43.5 39.1 
(71.3) (67.6) (65.1) (90.0) (87.1) (83.5) (81.2) 

（注）　カッ］内が鉄鋼棄の数値

（費料）企画庁「法人企築投賞実綴統計調査報告」

的
役
割
を
果
す
に
と
ど
ま
る
。
表
9
は
、
製
造
業
、
鉄
鋼
業
に
お

け
る
資
本
金
一
〇
〇
〇
万
以
上
の
民
間
企
業
の
設
備
投
資
構
成
比

を
示
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
法
人
数
で
五
％
に
も
満
た
な
い
資
本

金
一
〇
億
以
上
の
企
業
が
、
製
造
業
で
は
七
割
近
く
、
鉄
鋼
業
で

は
な
ん
と
九
割
を
占
め
る
。
こ
れ
は
、
階
層
間
H
部
門
間
の
有
機

的
構
成
の
相
違
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
る
規
模
別
蓄
積
構
成
比
を
は

　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、

か
る
に
上
回
る
蓄
積
格
差
を
示
す
。
資
本
金
一
〇
〇
〇
～
三
〇
〇

〇
万
未
満
の
階
層
が
し
ば
し
ぱ
そ
の
一
つ
上
、
あ
る
い
は
二
つ
上

の
階
層
を
上
回
る
設
傭
投
資
構
成
比
を
示
す
が
、
そ
れ
は
そ
の
階

層
の
推
計
法
人
数
が
多
数
な
た
め
で
あ
り
、
一
企
業
当
り
で
み
た

規
模
別
蓄
積
格
差
は
表
9
に
示
さ
れ
て
い
る
以
上
に
大
き
い
。
ま

た
、
蓄
積
樒
差
は
、
一
人
当
り
固
定
資
産
の
増
加
額
格
差
に
よ
っ

て
も
示
さ
れ
る
。
日
銀
「
企
業
規
模
別
経
営
分
析
」
に
よ
り
、
昭

和
三
八
年
度
か
ら
同
四
八
年
度
ま
で
の
一
〇
年
間
の
一
人
当
り
固

定
資
産
増
加
額
を
見
れ
ば
、
資
本
金
一
〇
億
以
上
の
規
模
企
業
が

九
．
六
百
万
な
の
に
対
し
、
一
～
一
〇
億
未
満
が
三
・
九
百
万
、
五

〇
〇
〇
万
～
一
億
未
満
が
二
・
七
百
万
、
一
〇
〇
〇
～
五
〇
〇
〇

万
未
満
が
丁
五
百
万
、
五
〇
〇
～
一
〇
〇
〇
万
未
満
が
一
・
六
百

万
、
五
〇
〇
万
未
満
が
○
・
七
百
万
で
あ
り
、
こ
こ
で
も
資
本
金

一
〇
億
以
上
と
以
下
と
で
の
著
し
い
格
差
が
目
立
つ
。
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表10　規模別借入先別借入金構成比 （％）

規模（人）

1川　3

4川　g

10－19

20－29

30～49

50～99
ユOO一ユ99

200～299

300－499

500～999

1000以上

平　均

1企業当
り借入残
高（万）

63

156

3ユ2

744

1389

3393

ユ0082

15878

36881

82995

194033

21721

都　市
銀　行

12．7

9．4

12．5

12．8

23．7

25．4

29．9

30，1

42，3

67．2

67．4

63．9

地　方
銀　行

ユ5．9

10．8

ユ5．9

17．1

14．5一

15．7

20．O

22．0

17．1

10．5

4．0

5．5

中小企業専門銀行

政府系1

24．1

16．8

14．8

17．7

20．1

ユ9．4

ユ3．3

8．7

5．2

O．3

O．2

1．4

民間系

26．7

35．3

40．3

35．8

25．9

22．0

13．1

8．6

4．1

5．2

0．3

2．O

目本開
発銀行

0．1

2I8

4．8

2．7

3I2

2．2

2．2

取引先
地方公貸金
共団体者・親菊
　　　他
4．6

1．1

2．1

3．0

1．8

1．5

1．8

0．6

O．3

0．5

O．3

O．4

15．9

26．6

14．O

13．6

13．9

15．8

18．5

25．1

28．3

13．2

25．5

24．フ

（資料）　中小企菜庁r第2回中小企棄総合塞本調査報告警」（昭和37年12月31日現在〕

．
業
熱

－
先
金
親

戸
］
　
　
　
・

　
さ
ら
に
、
以
上
の
蓄
積
格
差
は
そ
の
結
果
の
側
か
ら
、
つ
ま
り

新
技
術
導
入
、
資
本
装
備
率
格
差
に
よ
っ
て
も
確
認
さ
れ
る
。
旺

盛
な
新
技
術
導
入
は
外
国
技
術
導
入
に
も
反
映
さ
れ
る
の
で
、
日
．

銀
処
理
を
除
く
甲
種
外
国
技
術
導
入
に
つ
き
一
社
当
り
の
導
入
件

数
を
み
れ
ぱ
、
資
本
金
五
〇
億
以
上
が
一
～
二
件
で
あ
る
の
に
対

し
、
一
〇
～
五
〇
億
で
O
・
三
件
、
一
～
一
〇
億
で
○
・
〇
六
件
、

○
・
五
～
一
億
で
o
・
〇
一
件
、
○
・
五
億
未
満
で
は
9
0
0
一
件

に
す
ぎ
な
い
。
ま
た
後
掲
表
1
2
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
日
本
の

規
模
別
資
本
装
備
率
格
差
は
、
欧
米
先
進
国
以
上
で
あ
り
、
蓄
積

楕
差
の
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る
。

　
こ
う
し
た
蓄
積
椅
差
は
、
第
一
に
は
利
潤
率
楮
差
の
縞
果
で
あ

る
が
、
し
か
し
テ
コ
と
し
て
の
金
融
の
影
響
カ
も
決
し
て
無
視
し

え
な
い
。
金
融
自
身
利
潤
率
樒
差
に
規
定
さ
れ
つ
つ
蓄
積
格
差
を

一
層
助
長
す
る
も
の
と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
う
。

　
第
三
の
格
差
は
、
そ
の
金
融
面
の
楕
差
で
あ
る
。
表
1
0
は
、
鉄

鋼
業
に
つ
い
て
の
デ
ー
タ
で
あ
る
が
、
鉄
鋼
に
眼
ら
ず
一
般
に
他

の
産
業
で
も
、
企
業
規
模
が
大
き
く
な
る
に
従
っ
て
都
市
銀
行
か

ら
の
借
り
入
れ
比
率
が
高
く
な
り
、
逆
に
企
業
規
模
が
小
さ
く
な

る
に
従
っ
て
、
借
り
入
れ
比
重
が
、
都
市
銀
行
か
ら
地
方
銀
行
へ

さ
ら
に
は
中
小
企
業
専
門
金
融
機
関
（
相
互
銀
行
、
信
用
金
庫
、
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（103）　重化学工業化と二重構造

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
＾
呂
〕

中
小
企
業
金
融
公
庫
等
）
へ
移
っ
て
い
く
。
こ
う
し
た
規
模
間
で

の
借
入
先
構
成
比
上
の
差
異
は
、
実
は
以
下
の
よ
う
な
規
模
間
金

融
格
差
を
内
包
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

　
第
一
は
、
貨
幣
資
本
の
借
り
入
れ
コ
ス
ト
格
差
で
あ
る
。
都
市

銀
行
に
比
べ
て
地
方
銀
行
、
相
互
銀
行
等
、
中
小
金
融
機
関
の
貸

出
し
利
子
率
は
高
い
。
大
企
業
に
比
べ
て
後
者
へ
の
依
存
度
が
高

い
中
小
企
業
は
、
そ
れ
だ
け
割
高
の
資
金
調
達
を
迫
ら
れ
る
。
事

実
、
実
質
金
利
負
担
率
〔
（
支
払
利
子
十
割
引
料
－
受
取
利
息
）

／
（
資
金
借
入
残
高
合
計
十
割
引
手
形
高
－
預
金
残
高
合
計
）
X
一

〇
〇
〕
を
製
造
業
、
鉄
鋼
業
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
昭
和
四
一
年
で

は
、
一
〇
〇
〇
人
以
上
規
模
が
製
造
業
九
・
O
％
（
鉄
鋼
八
・
一
％
）

な
の
に
対
し
、
五
〇
〇
～
九
九
九
人
で
一
〇
・
○
％
（
九
・
六
％
）
、

三
〇
〇
～
四
九
九
人
で
一
〇
・
三
％
（
九
・
七
％
）
、
二
〇
〇
～
二

九
九
人
で
一
〇
・
四
％
（
一
六
二
％
）
、
一
〇
〇
～
一
九
九
人
で

一
〇
・
六
％
（
一
一
・
O
％
）
、
二
〇
～
二
九
人
で
二
一
・
四
％
（
一

　
　
　
　
　
　
＾
9
〕

二
・
二
％
）
を
示
す
。
こ
う
し
た
借
入
金
利
椿
差
は
、
先
に
述
べ

た
、
申
小
企
業
は
中
小
金
融
機
関
依
存
度
が
高
い
と
い
う
第
一
の

事
情
に
加
え
て
、
第
二
に
、
中
小
企
業
の
資
金
調
達
が
企
業
単
位

で
み
れ
ば
小
口
で
あ
る
た
め
、
金
融
機
関
の
貸
出
し
事
務
コ
ス
ト

が
高
く
つ
き
、
従
っ
て
金
融
機
関
は
小
口
の
貸
出
し
に
は
そ
う
し

た
手
数
料
を
含
め
て
相
対
的
に
高
い
利
子
率
を
つ
け
ざ
る
を
え
な

い
と
い
う
こ
と
に
起
因
す
る
。
さ
ら
に
第
三
に
、
資
金
市
場
に
お

い
て
中
小
企
業
と
金
融
機
関
は
非
独
占
と
独
占
の
関
係
に
あ
り
、

従
っ
て
中
小
企
業
は
「
独
占
価
格
」
と
し
て
の
割
高
な
資
金
個
楕

”
利
子
率
を
負
わ
さ
れ
る
こ
と
に
起
因
す
る
。

　
第
二
は
、
資
金
の
量
的
供
給
格
差
で
あ
る
。
大
規
模
企
業
の
都

市
銀
行
へ
の
高
借
入
依
存
度
は
、
逆
に
言
え
ぱ
、
都
市
銀
行
に
よ

る
資
金
供
給
の
大
規
模
企
業
傾
斜
を
意
味
す
る
。
し
か
も
、
都
市

銀
行
の
規
模
別
融
資
格
差
は
設
備
資
金
供
給
に
お
い
て
一
層
著
し

い
。
例
え
ぱ
、
昭
和
三
七
年
～
四
六
年
の
都
市
銀
行
の
設
備
資
金

貸
出
残
高
合
計
の
う
ち
七
〇
・
五
％
は
資
本
金
一
億
円
以
上
の
企

業
に
向
け
ら
れ
た
の
で
あ
る
（
「
経
済
統
計
年
報
」
）
。
都
市
銀
行
は
、

日
銀
・
国
家
に
支
え
ら
れ
て
大
き
な
資
金
シ
ェ
ア
を
有
す
る
た
め
、

都
市
銀
行
に
よ
る
設
備
資
金
供
給
格
差
は
そ
の
ま
ま
規
模
別
の
設

備
資
金
供
給
樒
差
に
つ
な
が
る
。
ち
な
み
に
、
昭
和
三
七
年
～
四

六
年
ま
で
の
全
国
銀
行
に
よ
る
設
備
資
金
貸
出
残
高
合
計
の
う
ち

七
一
％
は
資
本
金
一
億
以
上
の
企
業
に
向
け
ら
れ
た
の
で
あ
る

（
同
前
資
料
）
。
さ
ら
に
、
以
上
の
事
実
は
、
長
期
資
金
供
給
の
規

模
別
楕
差
に
よ
っ
て
追
認
さ
れ
る
。
昭
和
三
八
年
度
「
法
人
企
業

統
計
年
報
」
（
大
蔵
省
）
に
よ
れ
ぱ
、
製
造
業
全
体
で
は
、
法
人
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一橋論叢 第八十八号 第三号　（104）

（％）表11規模別金融楕差

資本金規模 製造業 鉄 鋼
（百万）

A 1・ IC A IB C
計 100 42．5 32．9 100 60．O 3ア．6

5以下 4I8 21．ユ 17．7 1．7 36．5 32．O

5～ 9 2．1 30．0 25．6 0．2 29．0 22，O

10～ 49 4．7 39．6 30．5 1I0 45．2 25．5

50～ 99 3．0 43．O 35．1 0．6 37．6 27．4

100川g99 14I1 43．8 33，O 3．8 51．4 30．1

1000以上 71．3 46．1 35．3 92．7 61．0 38．0

（注）A：金融機関長期借入金供給比率

　　　B　金融機関長期借入金

　　　　　金融機関借入金計

　　　C　金融機関畏期借入金
　　　　　　　固定賢産額

（資料）大蔵省r法人企葉統計年報」（昭和38年度）

数
で
一
・
三
％
を
占
め
る
に
す
ぎ
な
い
資
本
金
一
億
以
上
の
企
業

に
金
融
機
関
長
期
資
金
の
八
五
・
四
％
が
集
中
さ
れ
、
ま
た
鉄
鋼

業
で
は
、
同
じ
一
・
三
％
の
資
本
金
一
〇
億
以
上
の
企
業
に
な
ん
と

長
期
資
金
の
九
二
・
七
％
が
振
り
向
け
ら
れ
て
い
る
。
表
1
1
に
よ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、

れ
ば
、
金
融
機
関
借
入
金
合
計
額
に
対
す
る
金
融
機
関
長
期
借
入

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、

金
の
比
率
、
お
よ
ぴ
固
定
資
産
に
対
す
る
金
融
機
関
長
期
借
入
金

の
比
率
は
、
両
比
率
共
大
企
業
ほ
ど
高
く
、
特
に
資
本
金
一
〇
億

以
上
の
階
層
で
著
し
く
高
い
こ
と
が
明
ら
か
と
な
る
が
、
そ
れ
は

以
上
述
べ
た
長
期
資
金
供
給
の
大
企
業
へ
の
偏
在
の
結
果
で
あ
る
。

　
以
上
の
金
融
上
の
規
模
別
樒
差
は
、
一
面
で
は
収
益
率
樒
差
の

結
果
で
あ
る
。
金
融
機
関
は
、
自
ら
の
利
潤
追
求
運
動
に
従
い
、

ヨ
リ
収
益
性
の
高
い
部
門
（
企
業
）
、
ヨ
リ
成
長
性
の
高
い
部
門

（
企
業
）
へ
資
金
を
可
能
な
隈
り
シ
フ
ト
さ
せ
て
い
く
の
で
あ
り
、

従
っ
て
資
金
供
給
、
特
に
設
備
資
金
供
給
に
お
け
る
規
模
別
格
差

の
背
後
に
は
規
模
別
利
潤
率
格
差
が
存
在
す
る
の
で
あ
る
。
し
か

し
、
他
面
、
金
融
椿
差
は
第
二
の
格
差
と
し
て
示
し
た
規
模
別
蓄

穣
格
差
を
一
層
拡
大
す
る
効
果
を
持
つ
。
設
備
資
金
の
外
部
依
存
、

特
に
金
融
機
関
依
存
度
が
高
い
日
本
の
場
合
、
金
融
格
差
ー
コ
ス

ト
格
差
、
量
的
格
差
ー
は
そ
の
ま
ま
蓄
穣
楕
差
を
生
む
。
し
か
も
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、
　
　
　
、

金
融
の
こ
う
し
た
作
用
は
、
資
金
供
給
の
量
的
安
定
性
格
差
に
よ

っ
て
一
層
強
化
さ
れ
る
。
昭
和
三
〇
年
代
に
特
に
顕
著
に
現
れ
た

傾
向
と
し
て
、
大
企
業
の
資
金
需
要
が
ゆ
る
む
景
気
停
滞
期
に
は

虫
小
企
業
は
借
り
入
れ
を
催
促
さ
れ
る
が
、
資
金
需
要
が
逼
迫
す

る
好
況
期
に
は
、
金
融
機
関
は
資
金
供
給
を
中
小
企
業
か
ら
大
企
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表12資本装備率格差

）％（
~
l
 R

 

~
f
;
:
 
711);~ 4~~l);~ ~iF4 'l

 

7
 

~
?
 
:1;~ 

~1~;~ 
~
P
 1958 1967 1971 1967 1968 1967 1963 

9 A1~･~LT 9,8 

lO- 19 13.2 15.8 30.6 } 61.5 53.1 35.5 

20- 29 16.3 23.9 35.8 

30- 49 20,0 30.0 33.3 
} 64.7 } 65.1 } 60.1 }

 
39.2 

50- 99 24.7 36.0 23.6 58.7 61.8 62.6 41.2 

100 - 199 39.0 44.S 40.3 

200 - 299 

} 72.1 } 75.9 } 65.8 }
 
44.3 

42~.8 57.9 55.6 

300 - 499 70.5 65.l 57.6 
} 74.7 } 76.9 } 66.9 }

 
51.6 

500 - 999 79.3 89.2 78.4 93.9 75.9 77.5 61.7 

1,000- 100 100 100 100 100 100 100 
(~F'J~/jL+~i~~~~~) (30.6) (33.1) (44.7) (71.9) (72.9) (67.2) (48.4) 

（注）昭和50年版『産棄構造の痩期ビジ目ン』（産棄糟造審議会報告）

　
　
　
　
　
　
＾
里

　
業
ヘ
シ
フ
ト
す
る
。
つ
ま
り
、
中
小
企
業
は
、
設
備
投
資
に
最
も

　
適
し
た
時
期
に
と
り
わ
け
最
的
供
給
差
別
を
受
け
る
。
こ
う
し
た

　
金
融
の
安
定
性
格
差
に
よ
っ
て
金
融
格
差
は
、
そ
の
効
果
が
一
層

　
倍
加
さ
れ
、
蓄
積
格
差
を
広
げ
る
。
こ
う
し
て
、
日
本
の
場
合
、

　
利
潤
率
椿
差
に
加
え
て
金
融
楮
差
に
よ
っ
て
蓄
稜
格
差
が
一
層
強

　
化
さ
れ
た
結
果
、
先
進
諸
外
国
に
比
べ
て
ヨ
リ
大
き
な
資
本
装
備

　
率
格
差
が
生
じ
た
の
で
あ
る
（
表
1
2
）
。

　
　
な
お
、
こ
の
規
模
別
蓄
穣
椿
差
・
資
本
装
傭
率
格
差
は
、
次
に

　
見
る
生
産
物
市
場
に
お
け
る
価
格
支
配
カ
格
差
と
結
ぴ
つ
く
時
、

　
利
潤
率
樒
差
発
生
に
連
な
る
。

　
　
第
四
の
格
差
が
、
独
占
価
格
設
定
、
下
講
取
引
と
い
っ
た
生
産

　
物
市
場
に
か
か
わ
る
そ
こ
で
の
規
模
別
企
業
間
の
価
格
支
配
カ
楕

　
差
で
あ
る
。
こ
れ
が
、
以
上
第
一
か
ら
第
三
ま
で
の
格
差
の
元
と

　
な
っ
た
利
潤
率
格
差
そ
れ
自
体
の
発
生
原
因
と
な
る
。
異
な
る
規

　
模
階
層
間
（
し
か
も
異
な
る
都
門
間
）
に
お
い
て
、
ヨ
リ
大
な
る

　
企
業
は
、
一
方
で
投
入
財
の
買
い
手
と
し
て
、
他
方
で
は
自
己
の

　
製
品
の
売
り
手
と
し
て
、
ヨ
リ
小
な
る
企
業
に
対
し
て
価
格
支
配

カ
を
行
使
す
る
。
大
企
業
が
中
小
企
業
に
買
い
手
と
し
て
相
対
す

　
る
場
合
、
ヨ
リ
規
模
の
大
き
い
企
業
は
、
ヨ
リ
規
模
の
小
さ
い
企

・
業
に
対
し
て
、
買
い
入
れ
価
格
決
定
上
優
位
に
立
ち
一
種
の
買
い
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一橋論叢 第八十八号 第三号　（106）

表13下請割合（対象300人以下の企業）

業 種 A B C

製造業 60．S 67．4 61．1

食料品 14．5 49．7 64．0

繊維 84．5 60．4 39．9

衣服・その他 83．9 73，7 48．2

木材製品 42．9 63．6 54．0

家具類 41．2 60．3 63．7

バルプ・紙 44．9 52．4 53．7

出版・印刷． 50．8 46．1 44．5

皮　革 62．5 65．1 62．3

窯　繁 29．4 59．0 42．4

化　挙 37，9 55．4 53．5

石油・石炭製品 27．7 58．6 19．4

ゴ　　ム 61．2 67．3 61．4

鉄　鋼 70．5 69．8 48．5

非　鉄 68．9 66．2 49．6

金属製品 74．8 63．6 5ア．4

一般機械 82．8 69．7 62．5

砥気機械 82．4 78．8 74．6

輸送用機械 86．3 82．9 η．7

精密機械 72．4 η．6 71．5

注）A：下謂をLている企棄の割合
　　1ヨ：資本金1000万以下の下翻企葉の親企葉（資

　　　　本金1000万以上）に対する販充依存度

　　C：資本金1000以上1億以下の下識企棄の親企

　　　　棄（策本金1億以上）に対する販売依存度

資料）　中小企棄庁「第五回工棄爽態基本調壷報告

　　　毯」（昭和51年12月31日現在〕

調
査
対
象
が
従
業
員
規
模
三
〇

〇
人
以
下
に
限
定
さ
れ
て
い
る

が
、
そ
こ
に
お
い
て
下
講
を
し

て
い
る
企
業
の
割
合
は
、
製
造

業
全
体
で
六
〇
・
六
％
、
重
化

学
工
業
で
は
、
化
学
、
石
油
．

石
炭
製
品
を
除
き
、
六
割
～
八

割
を
占
め
、
下
講
を
し
て
い
る

企
業
の
親
企
業
に
対
す
る
販
売

額
比
率
も
お
し
な
べ
て
過
半
数

を
越
す
。

叩
き
を
行
う
。
こ
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
、
大
企
業
は
、
買
い
手

、
　
　
、

独
占
で
あ
る
場
合
に
は
当
然
の
こ
と
、
し
か
し
必
ず
し
も
厳
密
な

意
味
で
競
争
制
隈
的
協
調
関
係
を
相
互
に
取
り
結
ん
だ
独
占
で
あ

る
必
要
は
な
い
。
以
下
述
べ
る
下
講
取
引
関
係
に
お
い
て
は
、
下

請
企
業
の
製
品
市
場
は
一
般
に
親
企
業
に
よ
っ
て
掌
握
．
支
配
さ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、
　
　
、
　
　
、

れ
、
親
企
業
は
下
請
企
業
に
対
し
て
実
質
上
の
独
占
と
し
て
機
能

す
る
か
ら
で
あ
る
。

　
そ
こ
で
、
下
講
取
引
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
中
小
企
業
に
と
っ

て
下
請
取
引
は
き
わ
め
て
一
般
的
な
取
引
形
態
を
な
す
。
表
1
3
は
、

　
と
こ
ろ
が
、
こ
の
下
請
取
引
と
い
う
形
態
は
一
つ
の
特
殊
な
市

場
構
造
を
背
後
に
持
つ
。
親
企
業
は
、
複
数
の
中
小
企
業
か
ら
ヨ

リ
自
己
に
適
し
た
企
業
を
下
請
企
業
と
し
て
選
択
し
う
る
立
場
に

あ
る
が
、
他
方
、
中
小
企
業
は
、
逆
に
き
わ
め
て
少
数
の
特
定
大

企
業
に
製
品
販
売
市
場
を
依
存
せ
ざ
る
を
え
な
い
。
表
1
4
は
、
主

要
取
引
先
（
一
～
三
位
）
に
対
す
る
販
売
が
六
割
を
越
え
る
企
業

の
比
率
を
規
模
別
に
示
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
製
造
業
、
鉄
鋼
業

ど
ち
ら
に
お
い
て
も
そ
の
比
率
は
六
割
を
上
回
る
。
つ
ま
り
、
中

小
下
請
企
業
は
、
販
売
市
場
に
お
い
て
商
品
実
現
の
命
綱
を
親
企
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、
　
　
、
　
　
、
　
　
、

業
に
握
ら
れ
、
親
企
業
は
下
請
企
業
に
対
し
て
実
質
上
の
独
占
と

し
て
機
能
す
る
の
で
あ
る
。
親
企
業
は
、
下
請
企
業
を
選
別
し
う

る
立
場
に
あ
り
、
下
請
企
業
確
保
と
い
う
点
で
は
大
企
業
間
の
競

争
は
比
較
的
少
な
い
の
に
対
し
、
中
小
下
請
企
業
は
、
き
わ
め
て

少
数
の
親
企
業
に
市
場
の
過
半
を
握
ら
れ
、
他
の
下
講
企
業
と
絶

え
ざ
る
競
争
関
係
に
置
か
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
親
企
業
相
互
の

対
下
講
取
引
に
お
け
る
非
競
争
性
と
申
小
下
講
企
業
相
亙
の
競
争

性
の
結
果
、
価
樒
決
定
を
め
ぐ
る
競
争
の
優
位
性
は
決
定
的
に
大

企
業
サ
イ
ド
の
も
の
と
な
り
、
親
企
業
は
下
請
単
価
決
定
の
主
導

権
を
握
る
。
事
実
、
中
小
企
業
庁
「
中
小
下
請
企
業
実
態
調
査
結

果
報
告
書
」
（
昭
和
四
一
年
九
月
時
点
）
に
よ
れ
ば
、
下
請
単
価
・

支
払
条
件
方
法
は
、
「
大
体
当
方
の
言
い
分
ど
お
り
」
が
製
造
業

表14　主要取引先（1～3位）

　　に対する販売比率が6割

　　以上の企業の割合（昭和

　　46年）　　　　　　（％〕

規模（人）
1製造業 1鉄綱業

1…　3 87．0 80．4

4－　9 80．6 84．O

10“19 76．2 ア5，3

20－29 72．2 η、9

30－49 70I6 68．ア

50～99 68．6 66．1

100－199 65．4 61．4

200川299 61．6 71．6

全体1駆・1 79．0
（資料） 「鋳4回工業実態基本調査報

告杳」（昭和46年12月31日
現在）

全
体
で
一
〇
・
八
％
（
機
械
金
属
関
係
は
一
〇
％
）
に
す
ぎ
ず
、

「
親
企
業
の
言
い
分
ど
お
り
」
が
五
四
・
五
％
（
六
〇
・
二
％
）
、

「
当
方
の
言
い
分
を
あ
る
程
度
き
い
て
く
れ
る
」
が
三
四
・
七
％

（
二
九
．
九
％
）
で
あ
り
、
結
局
、
九
割
方
価
楕
・
支
払
条
件
の
決

定
権
は
、
親
企
業
が
握
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
下
請

　
　
　
　
、
　
　
、
　
　
、

単
価
は
、
実
質
的
独
占
と
し
て
の
親
企
業
に
有
利
に
決
定
さ
れ
買

い
叩
き
が
行
わ
れ
る
。

　
さ
ら
に
、
親
企
業
は
、
下
請
単
個
そ
れ
自
体
の
決
定
に
お
い
て

ば
か
り
で
は
な
く
、
下
請
代
金
支
払
期
限
や
手
形
期
間
の
決
定
に

お
い
て
も
立
場
上
の
強
み
を
発
揮
し
実
質
的
な
一
層
の
買
い
叩
き

を
行
う
。
「
下
請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法
」
に
基
づ
き
、
公
正

取
引
委
員
会
は
随
時
調
査
、
立
入
検
査
を
実
施
し
て
い
る
が
、
そ

の
報
告
に
よ
っ
て
下
請
代
金
支
払
条
件
を
利
用
し
た
親
企
業
に
よ

る
単
価
の
実
質
的
切
り
下
げ
の
実
態
の
一
端
を
う
か
が
う
こ
と
が

で
き
る
。
例
え
ぱ
、
昭
和
四
一
年
度
、
書
面
に
よ
る
調
査
審
業
所

（
親
企
業
）
三
六
＝
二
力
所
の
う
ち
九
四
〇
が
立
入
検
査
を
受
け

て
い
る
が
、
不
問
は
九
九
の
み
で
残
り
の
事
業
所
は
、
な
ん
ら
か

の
支
払
遅
延
違
反
を
犯
し
、
勧
告
、
行
政
指
導
を
受
け
て
い
る
。

ま
た
、
同
法
に
よ
っ
て
手
形
サ
イ
ト
は
、
機
械
・
鉄
鋼
・
非
鉄
金

属
で
は
二
一
〇
日
以
内
と
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、
調
査
対
象
事
業
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所
（
昭
和
四
一
年
七
月
～
九
月
）
の
う
ち
鉄
鋼
で
は
三
一
．
四
％
、

非
鉄
金
属
で
は
二
六
一
九
％
、
機
械
で
は
三
一
・
五
％
の
事
業
所
が

二
一
〇
日
の
法
定
手
形
サ
イ
ト
期
間
の
遵
守
義
務
を
怠
っ
て
い
る

（
以
上
、
中
小
企
業
庁
「
下
請
企
業
の
現
状
と
そ
の
対
策
」
昭
和

四
三
年
一
月
）
。
こ
う
し
た
下
請
代
金
支
払
遅
延
は
、
親
企
業
に

と
っ
て
無
利
子
で
の
資
金
入
手
、
利
用
を
意
味
す
る
が
、
下
講
企

業
に
と
っ
て
は
、
そ
の
分
コ
ス
ト
増
、
資
本
の
拘
束
を
迫
ら
れ
、

実
質
的
単
個
切
り
下
げ
と
な
る
。
下
請
製
品
の
買
い
叩
き
に
よ
り
、

下
請
企
業
は
利
潤
圧
縮
、
親
企
業
は
コ
ス
ト
低
下
↓
利
潤
増
大
と

な
り
、
両
者
の
間
に
利
潤
率
椿
差
が
発
生
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、
　
　
、

　
他
方
、
大
企
業
が
売
り
手
と
し
て
、
し
か
も
本
来
的
独
占
と
し

て
登
場
す
る
場
合
、
大
企
業
は
、
そ
の
独
占
カ
を
背
景
に
買
い
手

で
あ
る
中
小
企
業
に
対
し
て
価
格
設
定
上
優
位
に
立
ち
販
売
価
樒

　
　
　
　
　
　
　
　
　
＾
u
）

の
つ
り
上
げ
を
強
制
す
る
。
こ
の
個
格
つ
り
上
げ
は
、
大
企
業
独

占
に
は
利
潤
増
大
、
中
小
企
業
非
独
占
に
は
コ
ス
ト
上
昇
↓
利
潤

圧
縮
と
な
り
、
両
者
間
に
利
潤
率
格
差
を
発
生
さ
せ
る
。
尚
、
一

且
利
潤
率
楕
差
が
成
立
す
れ
ば
、
先
に
見
た
蓄
積
樒
差
が
不
可
避

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、
　
　
、
　
　
、
　
　
、
　
　
、

的
に
生
ず
る
が
、
そ
の
蓄
積
椿
差
は
、
売
り
手
独
占
下
で
は
、
再

び
利
潤
率
格
差
に
緒
果
す
る
。
す
な
わ
ち
、
第
一
に
、
蓄
稜
格
差

は
、
新
技
術
導
入
格
差
、
規
模
の
経
済
性
に
か
か
わ
る
プ
ラ
ン
ト

規
模
格
差
を
も
た
ら
し
、
よ
っ
て
生
産
性
上
昇
率
格
差
を
発
生
さ

せ
る
。
第
二
に
、
独
占
は
、
独
占
的
協
調
に
基
づ
き
、
右
の
中
小

企
業
と
の
生
産
性
上
昇
率
椿
差
を
利
用
し
て
、
生
産
性
上
昇
1
－
コ

ス
ト
低
下
分
の
す
べ
て
を
価
格
引
き
下
げ
に
結
ぴ
つ
け
る
の
で
は

な
く
、
そ
の
一
部
分
の
み
を
価
楕
低
下
に
反
映
さ
せ
る
と
い
う
形

で
の
実
質
的
個
格
つ
り
上
げ
を
は
か
る
。
つ
ま
り
、
一
方
で
、
個

楮
を
い
く
分
（
代
替
財
関
係
に
あ
る
非
独
占
部
門
の
生
産
性
上
昇

相
当
分
）
引
き
下
げ
る
、
こ
と
に
よ
っ
て
非
独
占
部
門
に
対
す
る
相

対
価
格
の
優
位
性
を
維
持
し
、
需
要
逃
避
を
防
ぎ
つ
つ
、
他
方
で
、

生
産
性
上
昇
H
コ
ス
ト
低
下
と
価
格
引
き
下
げ
幅
と
の
間
に
一
定

の
余
裕
を
作
る
こ
と
に
よ
っ
て
独
占
的
超
過
利
潤
を
確
保
す
る
の

で
あ
る
。
独
占
的
超
過
利
潤
は
、
対
応
的
に
非
独
占
企
業
に
マ
イ

ナ
ス
の
超
過
利
潤
を
生
み
、
独
占
資
本
と
中
小
非
独
占
資
本
と
の

門
に
利
潤
率
格
差
を
生
む
。

　
以
上
が
重
化
工
学
業
部
門
に
お
け
る
楕
差
構
造
の
内
容
と
そ
の

発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
あ
る
。
賃
金
格
差
、
蓄
積
格
差
は
、
利
潤
率

格
差
の
結
果
で
あ
り
、
価
格
支
配
力
楕
差
は
利
潤
率
格
差
の
原
因

と
な
る
。
金
融
楕
差
は
、
利
潤
率
格
差
に
規
定
さ
れ
つ
つ
、
蓄
積

椿
差
を
増
長
し
独
占
の
個
椿
支
配
を
側
面
支
持
す
る
。
つ
ま
り
、

金
融
楕
差
は
、
利
潤
率
椿
差
の
結
果
、
原
因
両
者
に
か
か
わ
り
両
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表15繊維業各階層別男子相対賃金比率（鉄鋼業の各階層現金給与総

　　額を各々100とする）
¥. ~~:~tJ ~~I~~(A~¥ I
 
34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 

5~ 29 81 85 87 85 85 79 96 92 loo 93 94 
30- 99 79 80 85 92 83 84 93 90 87 88 93 
100-499 85 86 92 92 90 87 90 85 83 81 87 
500 ~~AJi 77 79 89 85 80 79 81 87 76 75 79 

（賢料） 労働者「労働統計年報」

者
の
媒
介
役
を
な
す
。

　
　
三
　
重
化
学
工
業
化
と

　
　
　
格
差
構
造
の
底
上
げ

　
以
上
、
わ
れ
わ
れ
は
、
戦

後
産
業
構
造
の
重
化
学
工
業

化
と
そ
こ
で
の
内
的
格
差
構

造
の
存
在
を
明
ら
か
に
し
た
。

そ
う
し
た
格
差
構
造
の
発
生

は
、
日
本
に
隈
ら
ず
集
中
度

が
各
部
門
ご
と
に
大
き
く
異

な
る
独
占
資
本
主
義
の
下
に

お
い
て
は
不
可
避
で
あ
る
。

し
か
し
、
生
産
物
市
場
に
お

け
る
競
争
力
格
差
が
格
差
構

造
全
体
の
究
極
的
な
基
礎
を

な
す
と
し
て
も
そ
れ
に
よ
っ

て
格
差
構
造
の
間
題
が
す
べ

て
解
明
さ
れ
る
わ
け
で
は
な

い
。
各
産
業
ご
と
に
格
差
の

様
相
は
異
な
る
。
産
業
相
互
に
お
け
る
格
差
構
造
の
差
異
は
、
生

産
物
市
場
で
の
価
櫓
支
配
カ
格
差
に
よ
っ
て
だ
け
で
は
説
明
し
え

な
い
の
で
あ
る
。
そ
こ
に
は
、
産
業
間
の
成
長
率
格
差
が
新
た
に

修
正
要
因
と
し
て
つ
け
加
わ
る
。
成
長
率
が
異
な
れ
ば
、
同
レ
独

占
資
本
主
義
下
に
お
い
て
も
、
格
差
構
造
に
相
違
が
生
じ
る
。
具

体
的
に
言
え
ば
、
重
化
学
工
業
と
軽
工
業
と
が
そ
う
し
た
関
係
に

あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
以
下
軽
工
業
（
代
表
と
し
て
繊
維
産
業
を
と

　
　
　
　
、
　
　
、

る
）
と
の
対
比
を
通
し
て
高
度
成
長
を
担
っ
た
重
化
学
産
業
（
代

表
と
し
て
鉄
鋼
産
業
を
と
る
）
に
お
け
る
椿
差
構
造
の
特
色
を
明

ら
か
に
し
、
よ
っ
て
前
節
で
の
分
析
を
補
い
本
稿
の
締
め
括
り
と

す
る
。

　
格
差
構
造
を
端
的
に
表
現
す
る
賃
金
の
格
差
構
造
に
よ
っ
て
、

鉄
鋼
、
繊
維
両
産
業
間
に
お
け
る
樒
差
構
造
上
の
差
異
を
示
せ
ば
、

表
∬
の
如
く
で
あ
る
。
そ
こ
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
繊
維
産
業

で
の
各
規
模
階
層
の
賃
金
は
、
昭
和
五
〇
年
の
五
～
二
九
人
規
模

を
除
い
て
す
べ
て
鉄
鋼
業
の
対
応
す
る
同
規
模
階
層
の
賃
金
を
下

回
る
。
つ
ま
り
、
鉄
鋼
産
業
は
、
そ
れ
自
体
と
し
て
賃
金
の
格
差

構
造
を
持
つ
が
、
し
か
し
、
そ
臥
個
々
の
階
層
の
賃
金
は
、
繊
維

業
の
そ
れ
に
比
べ
て
高
い
。
こ
う
し
た
鉄
鋼
業
・
重
化
学
産
業
の

繊
維
業
・
軽
工
業
産
業
に
対
す
る
相
対
的
高
賃
金
構
造
は
、
実
は
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す
で
に
製
造
業
の
規
模
別
賃
金
格
差
を
示
し
た
図
2
と
鉄
鋼
業
の

そ
れ
を
示
し
た
図
3
と
の
比
較
か
ら
も
類
推
し
う
る
と
こ
ろ
で
あ

っ
た
。
五
〇
〇
人
以
上
規
模
の
賃
金
額
は
、
鉄
鋼
業
の
方
が
製
造

業
平
均
よ
り
高
い
の
で
あ
る
が
、
そ
れ
で
も
五
〇
〇
人
以
上
階
層

の
賃
金
に
対
す
る
そ
れ
以
下
の
階
層
の
相
対
的
賃
金
水
準
は
、
鉄

鋼
業
の
方
が
高
い
。
両
者
に
お
け
る
こ
う
し
た
差
異
は
、
結
局
は
、

重
化
学
産
業
と
軽
工
業
産
業
と
の
賃
金
水
準
の
差
異
に
起
因
し
、

製
造
業
は
相
対
的
に
賃
金
水
準
が
低
い
軽
工
業
を
含
む
が
故
に
、

そ
の
賃
金
水
準
は
鉄
鋼
業
に
比
べ
て
相
対
的
に
低
く
で
土
の
で
あ

る
。　
そ
れ
で
は
、
軽
工
業
に
対
比
し
て
の
重
化
学
工
業
に
お
け
る
格

差
構
造
の
全
体
的
底
上
げ
は
一
体
何
故
に
生
じ
た
の
か
。
端
的
に

言
え
ば
、
そ
れ
は
、
産
業
構
造
の
重
化
学
工
業
化
、
つ
ま
り
軽
工

業
を
上
回
る
重
化
学
部
門
の
高
い
成
長
の
結
果
で
あ
る
。
重
化
学

工
業
都
門
で
は
、
中
小
企
業
も
、
格
差
構
造
下
と
は
い
え
大
企
業

の
成
長
に
引
っ
ぱ
ら
れ
な
が
ら
軽
工
業
に
属
す
る
中
小
企
業
以
上

の
成
長
を
遂
げ
た
。
「
工
業
統
計
表
」
よ
り
昭
和
三
二
年
と
昭
和

四
八
年
の
繊
維
、
鉄
鋼
両
製
晶
の
各
規
模
別
生
産
額
を
摘
出
し
、

次
に
昭
和
四
八
年
の
生
産
額
を
三
二
年
基
準
の
卸
売
物
面
指
数
で

実
質
化
し
、
そ
の
う
え
で
昭
和
三
二
年
の
生
産
額
に
対
す
る
増
犬

率
を
求
め
る
と
、
繊
維
産
業
の
場
合
、
最
低
倍
率
は
一
〇
〇
〇
人

以
上
規
模
の
二
・
五
倍
、
最
高
は
二
〇
～
二
九
人
規
模
の
四
．
五
倍

で
あ
る
が
、
鉄
鋼
業
で
は
、
最
低
が
三
〇
〇
～
四
九
九
人
規
模
の

三
・
五
倍
で
、
あ
と
の
規
模
階
層
は
す
べ
て
四
・
五
倍
を
上
回
り
、

二
〇
～
四
九
人
階
層
は
七
倍
を
示
す
。
さ
ら
に
、
産
業
構
造
の
重

化
学
工
業
化
は
、
生
産
額
、
付
加
価
値
額
、
固
定
資
本
額
の
各
増

加
構
成
比
に
お
け
る
重
化
学
都
門
へ
の
比
重
傾
斜
に
よ
っ
て
実
現

し
た
の
で
あ
る
が
、
そ
う
し
た
事
情
は
各
規
模
階
層
に
つ
い
て
も

概
ね
妥
当
す
る
。
例
え
ぱ
、
右
と
同
じ
期
間
で
、
一
人
当
り
規
模

別
付
加
価
値
増
加
額
を
見
る
と
、
繊
維
業
の
各
階
層
が
二
〇
〇
～

二
三
〇
万
円
で
あ
る
の
に
対
し
、
鉄
鋼
業
の
各
階
層
は
三
五
〇
～

五
五
〇
万
円
で
あ
っ
た
（
「
工
業
統
計
表
」
）
。
ま
た
、
昭
和
三
八

年
度
以
降
一
〇
年
間
の
一
人
当
り
固
定
資
産
額
の
増
加
率
を
求
め

る
と
、
繊
維
業
で
は
資
本
金
一
～
五
千
万
未
満
規
模
以
外
の
階
層

で
は
す
べ
て
倍
率
が
三
倍
以
下
な
の
に
対
し
、
鉄
鋼
業
で
は
逆
に

同
じ
資
本
金
一
～
五
千
万
未
満
階
層
以
外
す
べ
て
三
倍
を
上
回
る

（
「
法
人
企
業
投
資
実
綬
統
計
調
査
報
告
」
）
。
こ
う
し
て
、
産
業
構

造
の
重
化
学
工
業
化
は
、
各
規
模
階
層
に
つ
い
て
も
産
業
部
門
全

体
の
場
合
と
同
様
の
プ
ロ
セ
ス
で
進
展
し
、
従
っ
て
重
化
学
工
業

都
門
の
各
規
模
階
層
は
軽
工
業
都
門
の
対
応
的
各
規
模
階
層
に
比
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ぺ
て
ヨ
リ
高
い
成
長
を
実
現
し
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
昌
リ
高

い
成
長
は
、
ヨ
リ
高
い
利
潤
率
を
条
件
と
す
る
と
同
時
に
、
冨
リ

高
い
利
潤
率
↓
ヨ
リ
高
い
賃
金
支
払
能
カ
を
実
現
し
、
賃
金
楕
姜

構
造
の
全
体
的
底
上
げ
を
可
能
と
し
た
。
格
差
構
造
下
と
ポ
い
え

中
小
企
業
も
そ
れ
な
り
に
高
成
長
の
果
実
の
分
け
前
に
あ
ず
か
る

わ
け
で
あ
る
。

　
す
な
わ
ち
、
市
場
集
中
度
の
相
違
を
背
景
と
し
た
生
産
物
市
場

に
お
け
る
大
企
業
と
中
小
企
業
と
の
価
格
支
配
カ
格
差
の
下
で
は
、

賃
銀
格
差
を
初
め
と
し
て
種
々
の
格
差
構
造
の
発
生
は
不
可
避
で

あ
る
。
こ
れ
が
一
般
法
則
で
あ
る
。
し
か
し
、
ヨ
リ
高
い
成
長
率

部
門
で
は
ヨ
リ
低
い
成
長
率
部
門
に
比
較
し
て
格
差
構
造
の
全
体

的
底
上
げ
が
行
わ
れ
、
そ
の
意
味
で
格
差
構
造
の
緩
和
が
生
ず
る
。

　
（
1
）
　
数
値
は
、
南
売
進
『
日
本
の
経
済
発
展
』
（
東
洋
経
済
、
一
九

　
　
八
一
年
）
八
○
頁
の
表
五
－
一
に
よ
る
。

　
（
2
）
　
同
前
書
、
一
〇
五
頁
、
表
五
－
ニ
ニ
。

（
3
）
O
．
一
津
。
｛
童
δ
島
二
§
ぎ
知
呉
ぎ
、
奪
ミ
婁
嚢
員

　
　
く
o
－
．
－
、
－
o
N
o
o
o
o
．

（
・
）
d
目
津
。
O
墨
一
昌
μ
寒
㊦
§
き
県
ミ
。
§
麦
婁
ミ

　
　
ー
o
㎞
ω
1
H
0
α
一
z
與
ま
o
自
巴
H
顯
一
〕
－
〇
一

　
（
5
）
　
川
口
弘
「
中
小
企
業
の
利
益
率
は
高
い
か
」
『
商
工
金
融
』
一

　
三
－
一
、
一
九
六
八
年
。

（
6
）
　
宮
沢
健
一
「
中
小
企
業
金
融
と
金
利
格
差
・
企
業
間
信
用
の
動

　
態
」
『
商
工
金
融
』
　
一
五
－
六
、
一
九
六
五
年
。

（
7
）
　
こ
こ
で
い
う
付
加
価
値
生
産
性
格
差
と
は
、
資
本
の
有
機
的
構

　
成
の
相
違
か
ら
生
ず
る
付
加
価
値
生
産
性
の
相
違
（
舟
橘
尚
道
「
資

　
本
集
中
と
賃
金
構
造
に
つ
い
て
の
慮
想
」
篠
原
・
舟
橘
編
『
日
本
型

　
賃
金
構
造
の
研
究
』
一
九
六
一
年
、
労
働
法
学
研
究
所
、
参
照
）
を

　
上
回
る
生
産
性
裕
差
、
つ
ま
り
、
有
機
的
構
成
が
各
階
燭
1
1
各
部
門

　
同
一
で
あ
る
と
仮
定
し
た
上
で
な
お
生
ず
る
付
加
価
値
生
産
性
椅
差

　
で
あ
る
。

（
8
）
　
こ
う
し
た
傾
向
は
、
す
で
に
昭
和
＝
二
年
の
調
査
で
も
明
ら
か

　
に
さ
れ
て
い
る
。
企
画
庁
『
資
本
構
造
と
企
業
間
格
差
』
（
昭
和
三

　
五
年
）
参
照
。

（
9
）
　
中
小
企
業
庁
「
第
3
回
中
小
企
業
総
合
基
本
調
査
報
告
書
」
、

　
な
お
昭
和
二
九
～
同
三
七
年
に
つ
い
て
は
、
前
掲
宮
沢
論
文
、
第
2

　
図
参
照
。

（
1
0
）
　
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
篠
原
三
代
平
『
日
本
経
済
の
成
長
と
循

　
環
』
（
一
九
六
一
年
）
の
第
九
章
「
景
気
循
環
と
二
重
構
造
」
、
お
よ

　
び
、
前
掲
宮
沢
論
文
参
照
。

（
u
）
　
独
占
個
格
の
成
立
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
詳
し
く
は
拙
稿
「
独

　
上
］
価
椅
の
形
成
メ
カ
ニ
ズ
ム
」
『
土
地
制
度
史
学
』
（
一
九
八
二
年
一

　
月
、
第
九
四
号
）
参
照
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
元
日
本
学
術
振
興
会
奨
励
研
究
員
）
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